
 

広島県地域公共交通ビジョンの策定状況について 

令 和 ５ 年 ３ 月 

広島県交通対策担当 

１ 要旨 

  県全域を対象とした地域公共交通政策のマスタープランである「広島県地域公共交通ビ

ジョン」（以下，「ビジョン」という。）の策定状況について報告する。 

 

２ ビジョンの概要 

    (1) 計画期間 

   令和６年度～令和 10 年度（５年間） 

(2) 策定に当たっての考え方 

本県における公共交通の目指す姿とその実現に向けた施策の方向性を示すとともに，

それに基づく県の施策や KPI を取りまとめる。 

(3) 検討体制 

 広島県地域公共交通協議会 

(4) 根拠法令 

   地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第 59号） 

 

３ これまでの策定状況 

(1) 協議会の開催状況 

第１回(5/12)：協議会設立，今後の進め方 

   第２回(9/5) ：公共交通の現状と課題，地域の類型化 

   第３回(12/1)：公共交通の目指す姿 

   第４回(3/20）：基本方針・施策の方向性 

(2) 協議内容 

   別紙のとおり 

 

４ 今後のスケジュール 

  令和５年度からは，市町，交通事業者，学識者，県で構成する分科会を新たに設置し，

具体の施策や成果指標について取りまとめ，令和５年度末のビジョン策定を目指す。 
 

 

令和４年度 令和５年度

３月 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

ビジョン

広島県地域公共交通
協議会

骨子案 素案（施策編）

ビ

ジ

ョ

ン

策

定

最終案

エリア分科会

市町交通会議

第４回（骨子案）

●
第５回（制度設計①）

●
第６回（制度設計②）

●
第７回（最終）

●

エリア分科会

市町交通会議

エリア分科会

市町交通会議

資料４ 



地域類型（全域概況）

広島，福山，呉市等の一部に「都市」拠点型，役場・駅・主要道路等の周辺
に「地域」拠点型，それら拠点の周辺に住居型が展開されている。

都市拠点型

都市住居型

生産拠点型

地域拠点型

地域住居型

移動需要分散型

【凡例】地域類型

広島県の地域類型図

背景：地理院地図 １

別紙



都市拠点型

都市住居型

・高層ビル
・商業ビル
・タワーマンション
・新幹線駅

・マンション群
・住宅団地

生産拠点型
・大規模工場
・工業地域

・鉄道駅 ・市役所
・マンション ・ホテル
・総合病院

地域住居型 ・低密に立地する住居

地域拠点型
・町役場 ・支所周辺
・病院 ・道の駅

移動需要分散型
・山，川，海
・集落

地域類型のイメージ

類型を想起させるワード

２



現状～課題～目指す姿

都市
拠点型

県民の暮らしと，地域・経済の共創を支え，ひろしまの価値を高める
社会基盤としての地域公共交通の実現

生産
拠点型

地域
住居型

地域
拠点型

都市
住居型

移動需要
分散型

地域類型別の目指す姿

圏域全体の豊かな生活環境の創出に向けて，
拠点内及び拠点間が相互に連携しながら
最適な交通ネットワークで結ばれている。

環境と経済・生活のどちらかではなく，どちらも追求
する社会となるよう，地域や企業において公共交通
の利用が促進されている。

将来にわたって暮らし続けることができる生活環境を
守るため，デジタル技術を活用した様々な交通サー
ビスが効率的に提供される仕組みづくりが進んでいる。

広域ネットワークと地域内の生活交通が整備され，
生活の拠点としてだけでなく
都市部へのアクセス性も向上している。

多様な価値観やニーズを持つ様々な世代の人々が，
大都市圏では得られないゆとりと安心を実感できるよ
う，都市と自然を自由に行き来できている。

新たな交通サービスの普及と地域の実情に応じた交
通再編が進み，買物や通院等の日常生活の移動
が確保されている。

社会構造の変化に
よる移動需要の減少

交通サービスの
持続可能性

公共交通の
位置づけの見直し

顕在的・潜在的な
移動困難者の増加

社会構造の変化

□年齢階層別人口の構造的な変化

□高齢者単独世帯が今後も増加傾向

□移動需要はコロナ前まで回復しない

移動困難者の増加

□20年後には２人に１人が高齢者

□運転免許をもたない高齢者が大幅に増加

□移動をあきらめる・抑制されるといった
潜在的な移動困難者が増加する可能性

苦境に立たされる交通関係者

□収益の悪化による負のスパイラル

□交通事業者の人材不足が深刻化

□住民１人あたりの行政コストが増大

公共交通が置かれている環境の変化

□県民の環境意識の高まり

□危機事案への柔軟かつ機動的対応

□官民の垣根を超えた地域共創型の交通

課題県内交通の現状

施
策
の
方
向
性
・
具
体
施
策

現状と課題を踏まえ，県全体の目指す姿を設定するとともに，県内を６つの
地域類型に分類し，それぞれの移動特性に応じた目指す姿も設定。

３



目指す姿（県全体）

県民の暮らしと，地域・経済の共創を支え，ひろしまの価値を高める

社会基盤としての地域公共交通の実現

ことば ことばの意味・込めた思い

県民の暮らし 通勤，通学，買い物，通院等，守るべき県民の日常生活

地域・経済
交通×まちづくり，交通×ビジネス，交通×医療など，分野の垣根をこえた地域公共交通
のデザイン

共創
事業者・利用者・行政等，交通に関わる全ての関係者による，地域公共交通の持続可能な
再構築

ひろしまの価値を
高める 豊かな暮らしやイノベーションに公共交通が貢献することで，広島県の価値を高める

社会基盤 公共交通をベーシックインフラとしてしっかり支えていく

県が主体となって，事業者・利用者・市町等と連携しながら，公共交通を利便性，持続可能性，生産性，
快適性が向上する形にリデザインし，「安心▹誇り▹挑戦 ひろしまビジョン」に掲げる適散・適集社会を目指す

４



基本方針

社会構造の変化に
よる移動需要の減少

交通サービスの
持続可能性の低下

公共交通の
位置づけの見直し

顕在的・潜在的な
移動困難者の増加

課題現状 基本方針

拠点間を結ぶ
交通ネットワークの充実

交通事業者等の
経営力強化

公共交通を通じた
社会課題の解決

暮らしを支える
生活交通の確保

減少する移動需要を束ねると
ともに，県内外の交流を生み
出す仕組みづくり

地域が主体となり，
誰もが移動を諦めることの
ない地域づくり

リソース（ヒト・モノ・データ）
の有効活用による，
交通サービスの供給面強化

交通GX(グリ-ントランスフォ-
メ-ション)をはじめ，地球にも
人にも優しい取組の推進

通勤・通学の主要な利用者
である生産年齢人口が減少

高齢者世帯は単独世帯のみ
が今後も増加傾向

一部の中山間地域では
20年後に人口が50%減少

国による「官民の垣根を超えた
地域共創型交通」の提示

災害等の危機事案に対し
移動を確保する必要性

県民の環境意識が高まり
輸送効率の向上が急務

生活に必要な主要施設が
市町中心部に集約化

20年後には２人に１人が
高齢者という地域も生じる

「新しい生活様式」等により，
コロナ前まで回復しない恐れ

20年後は運転免許を持たな
い県民の半数が60歳以上

交通事業者の収益悪化→
サービス低下→負のスパイラル

交通事業者の人材不足
・運転士の高齢化

中山間の市町における住民
一人当たりの行政コスト増大

人口減少や世帯構成の変
化，アフターコロナにおける
「新しい生活様式」の浸透

高齢化とそれに伴う免許返
納増加，生活関連施設の
集約によるアクセス性の格差

交通サービスを担う交通事
業者やそれを支える市町の
収益性の低下・人材不足

予測不能な外部要因も含
め，公共交通の弾力的な
運用が求められる時代

人口
減少

新型
コロナ

高齢化

過疎化

人手
不足

脱炭素

大規模
災害

課題解決の視点

交通結節点の拠点性を高め，
多方面への移動を促進する

観光客・ビジネス客など
県外からの交流人口を取り込む

コミュニティ内の近距離・小規模
移動を支える

交通と生活サービス（買物・
通院等）を一体的に支援する

潜在需要を見える化し，
それぞれに応じた移動を提供する

デジタル化や電動化など
交通事業の持続性を高める

データを活用し，効率的な運行
管理や，戦略的な経営を行う

アフターコロナにおける
公共交通の利用を促進する

広域ネットワークとしての幹線交通
を強化し，移動需要を束ねる

交通をマネジメントできる
専門人材を育成・強化する

災害時においても迅速・確実な
事業者間の連携体制を構築する

多様性に配慮した交通施設の
バリアフリー化を進める

公共交通の脱炭素化を
促進する

非常用としての
公共交通車両への投資
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施策の方向性

施策の方向性

基本方針に対応した施策の方向性と，関連性が強い地域類型を併せて次のとお
り設定し，目指す姿の実現に向けて，県が主体となってマネジメントしていく。

基本方針

拠点間を結ぶ
交通ネットワークの充実

交通事業者等の
経営力強化

公共交通を通じた
社会課題の解決

暮らしを支える
生活交通の確保

減少する移動需要を束ねると
ともに，県内外の交流を生み
出す仕組みづくり

地域が主体となり，
誰もが移動を諦めることのない
地域づくり

リソース（ヒト・モノ・データ）の
有効活用による，
交通サービスの供給面強化

交通GX(グリーントランスフォー
メーション)をはじめ，地球にも
人にも優しい取組の推進

新たな需要の獲得

広域ネットワークの強化

コミュニティ内の移動の確保

交通とまちづくりの一体化

潜在需要の掘り起こし

バリアフリー対策

交通人材の育成・強化

交通レジリエンスの向上

生活様式に応じた利用促進

将来を見据えた設備投資

交通GXの推進

交通データの利活用

広域ネットワークとしての幹線交通を強化します

地域コミュニティ内の近距離・小規模移動を確保します

交通と生活サービスが一体となった取組を推進します

潜在需要を満たす新たな交通サービスを提供します

交通データを一元管理し，関係者の活用を促進します

地域交通を支える専門人材を育成・強化します

脱炭素をはじめとした交通に係るGXを推進します

非常時に活用できる公共交通への投資を促進します

全ての人が移動しやすいバリアフリーを整備します

アフターコロナにおけるモビリティ・マネジメントを促進します

交通結節点の拠点性の強化 結節点の拠点性を高め，多方面への移動を促進します

都
拠

都
住

生
産

地
拠

地
住

分
散

● ● ● ●

● ●

● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

観光・ビジネスなど県外からの交流人口を取り込みます

交通事業者の持続性を高める取組を支援します

災害に強い連携体制 災害時においても迅速・確実な連携体制を構築します 6


